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ＩＣＴ活用のためのリテラシー向上に関する検討会（第２回） 

 

 

１ 日時 令和４年12月８日（木）17:00～19:00 

 

２ 場所 総務省会議室（ウェブ会議併用） 

 

３ 出席者 

（１）構成員 

山本座長、中村座長代理、石田構成員、上沼構成員、齋藤構成員、瀬尾構成員、豊福構

成員、古田構成員、安野構成員 

（２）オブザーバー 

Apple Japan, Inc.、Facebook Japan 株式会社、LINE 株式会社、Twitter Japan 株式

会社、グーグル合同会社、日本マイクロソフト株式会社、ヤフー株式会社、内閣府、デ

ジタル庁、文部科学省、経済産業省 

（３）発表者 

ボストンコンサルティンググループ 

（４）総務省 

川島総務省参与、鈴木大臣官房総括審議官、植村大臣官房審議官、田邊情報流通振興課

長、赤間情報活用支援室長、関沢情報流通振興課新事業支援推進官 

 

４ 議事 

（１）本検討会の議論の進め方について 

（２）ＩＣＴ活用のためのリテラシーに係る世代共通の課題について 

（３）これからのデジタル社会において身に付けるべきリテラシーの全体像について 

（４）意見交換 

（５）その他 

 

【山本座長】  皆様、こんにちは。本検討会で座長を拝命しております慶應大学の山本と

申します。本日もどうぞよろしくお願いいたします。 
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 定刻になりましたので、ＩＣＴ活用のためのリテラシー向上に関する検討会の第２回会

合をウェブ会議にて開催いたします。 

 本日は、石戸構成員及び坂本構成員は御欠席、安野構成員は途中から御参加される予定と

伺っております。 

 初めに、事務局からウェブ会議の進行上の留意事項を御説明いただきたいと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

【関沢新事業支援推進官】  事務局でございます。 

 構成員の皆様にウェブ会議の進行上の留意事項を御説明します。１点目、資料はウェブ会

議の画面上に表示いたしますが、システム環境の問題で資料共有ができない場合には、事前

にお送りした資料を御覧いただきますようお願いいたします。 

 ２点目、ハウリング防止、ネットワークへの負荷軽減のため、発言時以外は、マイク、カ

メラをそれぞれオフにしていただきますようお願いいたします。 

 ３点目、意見交換等で構成員の皆様が発言を希望される場合、文字メッセージにより、あ

らかじめその旨を御連絡いただければ幸いです。 

 ４点目、発言時にはマイクとカメラをオンにして、最初にお名前をおっしゃっていただい

てから御発言いただきますようお願いいたします。また、システム側の問題で接続が切れて

しまうなど不具合がございましたら、速やかに再接続を試していただくようお願いいたし

ます。 

 ウェブ会議の進行上の留意事項は以上でございます。 

 続きまして、資料の確認をさせていただきます。本日の資料は、議事次第に記載してござ

います資料２－１から資料２－４までとなっております。万が一、お手元に届いていない場

合がございましたら事務局までお申しつけください。また、傍聴の方につきましては、本検

討会のホームページ上に資料を公開しておりますので、そちらから閲覧ください。 

 以上でございます。 

【山本座長】  それでは、議事（１）本検討会の議論の進め方について、資料２－１につ

いて事務局から、資料２－２についてボストンコンサルティンググループの桜井様から続

けて御説明をいただいた後、質疑応答の時間を設けたいと思います。 

 それでは、まず、資料２－１について、事務局から御説明をお願いいたします。 

【田邊情報流通振興課長】  情報流通振興課の田邊でございます。資料２－１に基づきま

して、検討における議論の全体フレームについて事務局から御説明いたします。 
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 １ページから５ページまでは第１回会合における構成員の皆様からの主な御意見でござ

います。大変たくさんの多岐にわたる御意見がございまして、それぞれ目指すべきゴール像、

あるいは全世代に共通する課題、リテラシーの全体像やコンテンツ、コンテンツの届け方、

場所、セグメントその他と、論点ごとにカテゴライズをしてございます。 

 いくつか特徴的なものだけピックアップして御紹介いたします。１ページ目では、目指す

べきゴール像の最後に、中村座長代理からの、国民のユーザー力を上げることが大事という

御意見を記載しております。全世代に共通する課題としては、上沼構成員からの情報の適切

な選択を確保すること、瀬尾構成員からの他人を傷つける機会も増え、責任も発生するよう

になっているという御意見を記載しております。 

 ２ページ目では、全世代に共通する課題として、自分が訴えかけていく、又はメッセージ

を届けるためのトレーニングが必要という豊福構成員の御意見を一番上に記載しておりま

す。また、その２つ下の、古田構成員からの、事実の提示、推測、判断、行動の論理の切り

分けが理解できていないという問題があるという御意見もございました。また、最後の２つ

は山本座長からの、アテンションエコノミーに対する免疫をどう考えるのかという御意見、

反射的な思考によらず、スローな意思決定の機会をどのように考えるのかという問題提起

を記載しております。 

 ３ページ目は、リテラシーの全体像、あるいは全世代共通のコンテンツについて、古田構

成員から、再掲にはなりますが、事実の提示等々の基礎的なリテラシーの御意見がございま

した。３ページ下部のコンテンツの届け方については、小さな世界で失敗できる環境をどう

つくるのかという問題、ライフステージと役割、動機づけの問題が発生しているという御意

見がございました。 

 ４ページ目は、具体的にはリアルの場ということだと思いますが、場所について、上から

３つ目、坂本構成員から、公共図書館とか公民館、生涯学習センター等々を活用するという

御意見がございました。また、下から２つ目、政策の重点が、今後、家庭に移っていくので

はないかという中村座長代理からの御指摘がございました。この他、ネット上で届けるべき

ではないかという古田構成員からの御意見等々がございました。 

 ５ページは、セグメントについて、子供については保護者世代のリテラシーの問題に帰結

するという御意見がございました。また、各世代に対するアプローチが必要という御意見、

最後、齋藤先生から、成年層、高齢層に対しての政策が大事といった御意見がございました。 

 御紹介したものだけでも非常に多岐にわたる印象でございまして、我々としては、こうい
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った多岐にわたるものをうまくさばいていくためには、議論の枠組みをしっかり設定する

必要があるのではないかという問題意識でございます。 

 そこで、６ページ目のとおり、議論の全体フレームとして、まだまだ粗いところがあると

思いますが、各論点やプレーヤーの関係性といったものを全体的にお示ししてはどうかと

考えています。資料の見方としましては、一番上にセグメントとして、横軸に若年層、成年

層、高齢層を設定しております。３０歳、６０歳と便宜的に引いておりますが、どうしても

ここで線を引かなければいけないというものではございません。縦軸には、各セグメントが

持つ課題や特徴が一番下にあり、その上に身につけるべきリテラシー、そのリテラシーを教

える教材という意味でのコンテンツといったレイヤーが入ってくるのではないかと考えて

います。さらにその上に、それを教える方法論的なものとして、取組、場所やリアルの拠点

を配置してございます。 

 議論をしていく内容として、まず、まさに本ページで示している検討会における議論の全

体フレームがございます。次に、目指すべきゴール像、全世代に共通する課題があり、その

上で、対象層ごとの特徴があるということでございます。そこで共通的なコンテンツ、ある

いは世代ごとの特徴を踏まえて個別の課題に応じたコンテンツが必要になると思います。

その上で、⑦として、各対象層の特徴を踏まえたコンテンツの届け方がありますが、実はコ

ンテンツの届け方で課題が解決する可能性も高いのではないかと思っています。⑧、⑨、⑩

と民間あるいは行政機関、ポータルサイト、プラットフォーマーとの連携といった取組があ

り、⑪、⑫、⑬として、特徴を踏まえた具体の場所があるということでございます。こうし

たマッピングになっていくのだろうと考えております。本日は、特に①②③④⑤の共通的な

部分を御議論いただいてはどうかということでございます。 

 今、申し上げたものに対して、７ページ以降で、それぞれ議論のたたき台になる資料を参

考的に載せております。まず、全世代に共通する課題として、山本座長の御意見にもありま

した、情報表示のアルゴリズムによってフィルターバブル的な状況が生まれているのでは

ないかということ、豊福先生の御意見にもありました、情報発信者になること、それに伴う

責任や影響といったものをどう考えるかということがあると思います。 

 ８ページ目では、目指すべきゴール像について、事務局にて素案を作っております。まず、

関係法令として、デジタル社会形成基本法、青少年インターネット環境整備法がございます。

これらを踏まえると、目指すべき社会としては、中段に書いておりますとおり、全国民がＩ

ＣＴを主体的に利用し、あらゆる活動に参画し、個々の能力を創造的かつ最大限に発揮する、
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そうした環境が必要ではないかと考えております。 

 もう少しブレイクダウンいたしますと、利用者が安全に安心してオンラインサービスや

ＩＣＴを利用できる環境となります。この中には、当然ながらＩＣＴサービスの特性を踏ま

えるということが入っていると思います。また、利用者が自らや自分以外の者に不利益を生

じさせないように意識してＩＣＴを利用できるということを踏まえていきますと、情報空

間の健全性、こういうものが確保できる。あるいは、利用者が健全に情報空間での活動を実

施できる。こういう環境を目指すべきではないかと考えております。 

 そうしますと、個人ができるようになることとしては、その下に書いてありますといり、

主体的な方法による、ＩＣＴの利用方法や利便性の理解と、ＩＣＴの特性やその利用に伴う

影響や責任、安全確保の方法を理解するということになります。具体的な能力としてブレイ

クダウンすると、①として、安全を確保しつつ自身の目的に応じて適切に情報やＩＣＴを活

用できること、②として、他者への影響に配慮し、健全な情報空間確保のための責任ある行

動を取ることができることが必要だということではないかと考えています。③としては、技

術変化、社会的規範の変化が当然発生しますので、そういうものを踏まえて①②を再構築で

きるようになる。こういうものが、目指すべき能力像となってきます、それに向けた施策と

してのＫＧＩ、ＫＰＩをどう設定するのかという問題になってくるのだと思っています。 

 ９ページでは、６ページ目の④⑤に相当するところとして、身に付けるべきリテラシーに

係る指標について、欧州委員会の「Digital Competence Framework for Citizens」という

事例を記載しております。資料左下にあるとおり、５つの領域に能力を細分化し、さらに資

料右下にあるとおり、２１の能力分類にブレイクダウンするという構造になっています。こ

うした事例を参考にしながら、リテラシーの全体像、指標を考えていく必要があるのではな

いかということでございます。 

 １０ページでは、デジタルリテラシーやメディア情報リテラシーについて、欧州評議会と

ユネスコの事例を記載しております。こうした事例を参考にしながら、どういうリテラシー

像を考えるのかということが必要になってくると思っております。 

 細かな説明は割愛いたしましたが、以上が事務局からの説明でございます。 

【山本座長】  ありがとうございました。 

 それでは、続いて、ボストンコンサルティンググループの桜井様から資料２－２について

御説明いただきたいと思います。 

 桜井様、どうぞよろしくお願いいたします。 
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【ボストンコンサルティンググループ（桜井氏）】  ありがとうございます。ボストンコ

ンサルティンググループの桜井と申します。このたびは貴重なお時間を頂戴しまして、誠に

ありがとうございます。私どもからは、本検討会の議論の進め方ということで御説明させて

いただければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 １ページ目は、本日の内容になります。まずは、先ほど事務局からも御説明ありましたけ

れども、このデジタル・シティズンシップに繋がるリテラシーの涵養に向けて、そこに向け

た枠組み、あるいは課題の全体像を御議論いただきたいということで、大きく４章構成とし

ております。 

 １つ目は世界におけるデジタル・シティズンシップの潮流、２つ目は国内におけるセグメ

ントをどう定義するかということとその状況、３つ目は、いわゆるビフォーアフターのアフ

ターとしてどのレベルを目指すのか、４つ目は、そのためにどんな打ち手、あるいはどんな

方々と組むのがよいのか、こういった点について御議論いただきたいと思っております。 

 早速、１つ目の世界の潮流というところからですけれども、その前に、本日の資料の簡単

なサマリーを資料２ページ目にまとめております。まず、世界の潮流については、ユネスコ

やヨーロッパ、アメリカ等々見ていても、メディアリテラシーはデジタル・シティズンシッ

プの重要な１パーツとなっており、表現の違いはありますが、行動の善悪を自ら判断する能

力を身に付けるというところがポイントになっていると捉えております。 

 日本国内におけるセグメントには色々な切り方、軸があるかと思っておりますが、まず、

ジェネラルな軸として見たときの世代、年代で、課題の大きさということを言えば、青少年、

幼年層と高齢者、この２つが非常に大きい課題かなと考えております。次いでということで

言えば、子育て層が優先的に考えるセグメントではないかと考えております。 

 セグメントごとに目指すレベル感については、実際の効果を考えると、どの課題を解きに

いくのかということの優先順位付けが必要と考えております。特に、今回で言えば、行政サ

ービスとユーザーベネフィットの両方の観点が交じると思いますので、両方を見た上での

レベル感、時間軸で、優先順位を決めていくのがよいと考えております。高齢者については、

デジタルで公共サービスを受けていただくためのミニマムマストへ持っていくことが一丁

目一番地かと思います。他方で、既にデジタルを使うことに慣れ親しんでいる青少年、幼年

層については、まさに一番上のところの行動の善悪につながる、こういったところを学んで

もらって、安全にかつ有効に、デジタルを使ってもらうというところが一つのターゲットで

はないかと思っております。 
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 その場合に、打ち手ということで言えば、高齢者については、リアルな接点が重要かと思

いますので、既に出ているようなアイデアも含めて、リアルな接点で基礎的なところを学ん

でいただく。一方で、青少年については、リアルな場ということで言えば学校もそうですし、

既にデジタルのチャンネルもたくさん使っている世代ですので、そういったところも含め

ていくといったところが一つの考え方かなと考えております。以下、詳細について御説明さ

せていただければと思います。 

 １点目のデジタル・シティズンシップの考え方ということで、ユネスコ、欧州評議会、そ

れからＩＳＴＥのポイントをまとめておりますが、メディアリテラシーについては、冒頭申

し上げましたように、共通して、行動の善悪を自ら判断する能力を育むというところが、デ

ジタル・シティズンシップの重要な要素と定義されていると捉えております。 

 ４ページ目のデジタル・シティズンシップを考えるときのフレームワークでは、グランド

デザインとして、先ほど事務局の資料にもありましたＫＧＩやゴール、それを実現していく

サービスモデルとして、どんなセグメントがどんな体験をして学んでいくか、そのために各

種プロセスや仕組みを考える、これらを全体として考えなければいけないと認識しており

ますが、特に今日はセグメントやゴールについて、御議論いただければと思っております。 

 ５ページ目は、例えばアメリカの場合では、地域軸、人種軸で、ルーラル、ブラックない

しはネイティブアメリカンが相対的にデジタルへのコネクテッドの比率が低いということ

で、まずは何かしらの優先順位付けは必要と考えております。 

 ６ページでは、粗いものではありますが、世代別に考えたときに、未就学児、青少年、２

０代以上の青年層、子育て層、中高年層、高齢者と、６つに区切ったときに、この中でどこ

が課題かといったところで、先ほど申しましたように、青少年と高齢者、次いで子育て層の

課題が大きいのではないかと考えております。 

 ７ページでは、どういう状態を目指すかという点について、大きくは、行政サービスの観

点で、行政サービスのデジタル化が進むための前提として、取り残される方が出ないように

ということ、ユーザー個人の観点で、安全に、そして有効にデジタルを活用していただくた

めの習熟レベルを確保するということ、この２つの目標があると考えており、総花的にとい

うよりは、この両方の観点を見ながら、まずはどこのレベルを目指すのかを考える必要があ

るだろうと考えております。 

 ８ページ目では、先ほどのセグメントを横軸、習熟レベルを縦軸に、仮ではありますが、

現時点で全く接点がない方、最低限、デジタルの効果を享受できる、基礎的なリテラシーを
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一通り理解している、生活、あるいは仕事で使いこなすといったレベル感で整理したときに、

まずはレベル２まで持っていくことが一つのゴールと考えると、一番右の高齢者にデジタ

ルでの公共サービスを受け取れるところまで持っていくことが１つ目のポイントでござい

ます。 

 ２つ目は、小中高生の、既にデジタルのリテラシーがある世代に、逆にその良し悪しを判

断する、安全に有効に使うといったことを学んでいただくことが２つ目のポイントでござ

います。 

 ３つ目が子育て層で、今の国内の労働力不足を考えたときに、社会参加への礎という観点

でも、一定レベルのリテラシーまで上げてもらうという点で、３番手としてはこの層になる

と考えております。ただ、これらはかなり主観的なものですので、場合によってはちゃんと

した調査も必要かなとも思っております。 

 ９ページでは、口頭で申し上げたところですが、青少年については、格差のない教育を得

るためのテクノロジー、逆に有効にデジタルを使っていただく、こういった観点がポイント

となります。課題としてはもちろん深刻ですけれども、一方で改善できるポテンシャルも非

常に大きいのではないかと思っております。 

 ２つ目に、高齢者について、行政サービスを享受いただくための課題であり、これが個々

人にとっての不利益にも繋がるという観点から課題は深刻と思っております。一朝一夕に

解決するものではないと思いますけれども、必要性としては高いのであろうと考えており

ます。 

 他方で、子育て層については、恐らく課題の深刻さが一段落ちると認識していますが、コ

ロナ禍で就業が難しくなったような方々も含めて、就業するための契機、あるいは基礎とし

て学んでいただくということでございます。ただ、一定程度リテラシーがあるということで、

何かしらの機会があれば一気に学んでいただけるのではないかと期待をしております。 

 １０ページでは、打ち手について、非常に局地的な話で大変恐縮ですが、効果を高めると

いう観点では、ユーザー体験として、単なる機能的価値というよりは、個々人の情緒に訴え

るような形のプログラムを組むことによって、より実効性の高い効果を生じさせられると

思っております。ＬＩＮＥを教えるにしても、孫などとコミュニケーションするためとなる

と、学び方が違うということがあるかと思いますので、そういったプログラムが提供できる

とよいのではということでございます。 

 １１ページ目では、初期的な仮説ではありますが、青少年は学校との接点が非常に多いか
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と思いますので、学校という場、ないしは学校で接点があるデバイス、あるいは自宅に帰っ

てからのデジタルチャネル、こういったところで様々なプログラムを提供するということ

がいいのかなと考えております。 

 一方で、高齢者については、デジタルがなかなか使えないというところもありますので、

彼ら彼女らの生活動線にそういった場所をどうつくるかということがございます。スーパ

ー、ショッピングセンター、地域のコミュニティの拠点になるような公共施設といったとこ

ろが一つの接点になり得るのかなと考えております。 

 子育て層については、リアルとデジタル両方で行動量が多い世代になりますので、両面で

様々なプログラムを仕掛けることがあり得ると思っております。 

 １２ページ目は御参考までということで、世代によって、接触メディアも当然に異なるの

で、そこに合わせた動線設計が必要ということでございます。 

 １３ページ目も同じような話ですので飛ばしていただいて、１４ページにて、勝手ながら、

成功の要諦を６つ挙げております。一つは、ネガティブなミニマムマストに持っていくこと

だけではなく、ポジティブに有効にも使っていただくという観点で、両サイドをカバーする

必要があるということ。一方で、優先順位付けが大事ということ。最終的に、市民/ユーザ

ーのベネフィットにつながるため、彼ら彼女らの発想を起点に設計をしていくということ。

そのためにも、先進している他国から学ぶことは多いのではなかろうかと考えております。

それから、ターゲットは優先順位や課題の重さ、今回のリテラシー涵養の投資に対するリタ

ーンという点でのポテンシャル、これらも含めた検討づけが必要ではなかろうかと考えて

おります。 

 私どもからのご説明は以上となります。どうもありがとうございました。 

【山本座長】  ありがとうございました。 

 ただいま御説明いただきました検討会の議論の進め方に関して、御質問や御意見などが

ございましたらお願いいたします。ここでは、１０分ぐらいでお願いできればと考えており

ますが、時間的に厳しいということになりましたら、最後にフリーディスカッションの時間

を設けておりますので、そちらで延長戦を行いたいと思っております。 

 まず、豊福構成員からお願いいたします。 

【豊福構成員】  非常にきれいにまとめていただいて、ありがたく思います。後で私から

御説明の時間をいただいてますが、枠組みに関しては、包括的な見方といいますか、他のス

テークホルダーも含める必要がありますので、その点も併せてお考えいただければと思い
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ます。後ほど御説明するにあたり、伏線といいますか、前振りです。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 続いて、石田構成員、よろしくお願いします。 

【石田構成員】  全相協の石田です。よろしくお願いいたします。 

 資料２－２の９ページについて、子育て層の部分で、「テクノロジー活用により･･･」とい

う記載は確かにそうした活躍を促進することができるのではないかと思いますところ、そ

の下の「子供の学内外での教育機会の幅を広げるためにも有効」という記載について、私は

子育て世代はとても重要と思っており、実際に、幼児から既にネットの利用が始まっており

ますので、家庭での関わり方はとても重要になってくると思います。 

 また、学校に上がりましても、学校教育だけではなく、家庭が子供たちにどのように関わ

っていくかということもとても重要であり、保護者の中にはフィルタリングや、ペアレンタ

ルコントロールを御存知でないという方もいらっしゃるということですので、子育て層に

対するリテラシーの向上がとても重要と思っておりますため、その点も含めて書いていた

だけたらと思います。 

【山本座長】  ありがとうございました。 

 それでは、続いて瀬尾委員、よろしくお願いいたします。 

【瀬尾構成員】  ありがとうございます。御説明ありがとうございました。基本的な進め

方などをまとめていただいて、本当にありがとうございます。うまくまとめていただいてい

ると思います。 

 私が思ったことをいくつかフィードバックいたしますと、１つは、セグメントが３つ挙が

っていますが、子育て層は比較的教育の中に組み込まれる層なのかなと思っています。子供

を通じて学校や保育園といったコミュニティがあったりするので、もしかしたらそういう

ところで組み込まれるのかなと思っていますが、大事なこととしては、前回も申し上げまし

たが、リテラシーの中に、上位概念としてデジタル・シティズンシップがあるとするならば、

こぼれ落ちる人がいないということが極めて重要だと思っております。資料２－２の５ペ

ージ目で、米国の人種の問題などを挙げられていましたが、日本の場合は、ネットの利用状

況において、若い層が低いのは子供なので当然ですが、高齢者の利用率が低くなっています。

ここをこぼれ落ちないようにするという点があると思います。そういう意味で、高齢者はど

ういうアプローチするかということも含めて大事だと思います。 

 もう１つ、軸としては、ネットの利用率を見た限りにおいては、総務省の調査でも、所得
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の低い層がネットの利用率も低くなっています。この層がこぼれ落ちないようにする。御説

明にもあったように、特に２、３年後に公共サービスがデジタルに移っていく中で、そうい

う層がこぼれ落ちていく。ネットのスラングで言えば、情弱のようにこぼれ落ちていくとい

うのが最も心配され、負のスパイラルに入ってしまうと思われるので、所得の低い層が重要

なセグメントの１つになるのではないかと思っています。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 それでは、ここで事務局、ボストンコンサルティンググループからコメントをいただきた

いと思いますが、まず事務局からいかがでしょうか。 

【田邊情報流通振興課長】  事務局の田邊でございます。 

 ただ今、いただいた御意見でも、大きな方向感はお示しした考え方に従ってよいというこ

とかと思っておりまして、非常に心強いコメントだと思っております。お示しした内容をラ

フなコンセンサスベースとして、今後、考えを進めていければと思っています。 

 子育て層が重要という石田構成員の御意見は、まさにそのとおりだと思っておりまして、

我々も子育て層の重要性を念頭に置きながら、個別の施策の落とし込みを考えていく必要

があるのかなと思います。 

 瀬尾構成員の所得の低い層に関する御意見についても、重要と思います。ただ、所得の低

い層へ直接的に裨益する施策の立て方はどういったものがあり得るのかと、コメントをい

ただきながら考えたところでございますので、重いコメントとして受け止めながら、考えて

いきたいと思います。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 それでは、ボストンコンサルティンググループの桜井様からコメントあれば、お願いした

いと思います。 

【ボストンコンサルティンググループ（桜井氏）】  御意見頂戴しまして、誠にありがと

うございます。特に子育て層については、御指摘いただいた点、我々も同じ認識ではござい

ますが、子育て層を通じて青少年のもっと手前の幼年層を含めてリテラシーを上げること

につながるという観点が非常に重要だという御指摘をいただいたと理解をしております。 

 また、軸については、分かりやすく年代を取っておりますけれども、御指摘いただいた年

収単位、あとは、地域です。先ほどの米国のアーバン、ルーラルに近いものが日本にもある

のであれば、そういった軸も含めて、考えていかなければならないところはまだあるのかな

と認識しております。 
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 いずれにしましても、本日は非常に粗いたたき台としてお持ちしておりますので、こうい

った御意見をいただきまして、本当にありがとうございました。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 桜井様は最後までご出席いただけるということですので、また何かあれば最後のディス

カッションにてお願いいたします。 

 それでは、ここで議事を移りまして、議事（２）ＩＣＴ活用のためのリテラシーに係る世

代共通の課題についてへ移りたいと思います。資料２－３に基づき、古田構成員から御説明

をお願いいたします。どうぞよろしくお願いします。 

【古田構成員】  よろしくお願いします。 

 僕はＢｕｚｚＦｅｅｄ Ｊａｐａｎの創刊編集長や、Ｇｏｏｇｌｅに勤めていた時から、

主にファクトチェックの観点でこの問題に関わってきました。世代に共通する課題と異な

る対策ということで、世代別の状況、世代別の違い、海外事例などをお話したいと思います。

先ほどのボストンコンサルティンググループ様の素晴らしいプレゼンを聞きながら思った

のですけれども、デジタル活用をシティズンシップとしてどう進めていくのかというとこ

ろが主な観点としてあったと思いますが、僕はもう少しディフェンシブなお話をしたいと

思います。なぜなら、デジタル活用が進むほど偽情報、誤情報への接触が増えるからです。 

 その結果として、今日もニュースになっていましたけれども、ドイツで陰謀論を信じたグ

ループが国家転覆を計画するなどは驚きですが、日本もそれに近いことが起こっているわ

けですよね。こういうところを避けるために何をしたらいいのかというところで、偽情報、

誤情報に対する弱さというのは、実は各世代、あまり変わらない、みんな騙されているとい

うのが現実なのであろうと思っています。 

 これは、国際大学ＧＬＯＣＯＭがＧｏｏｇｌｅの資金サポートを受けて実施している「Ｉ

ｎｎｏｖａｔｉｏｎ ＮＩＰＰＯＮ」という素晴らしい研究を見てみると、今年、発表され

たものでは、１２本の誤情報を見てもらって、あなたはこれを信じましたかということを調

べているんです。左側がコロナ関連の誤情報を６本、右側が政治関連の誤情報を６本見ても

らった結果なのですけれども、あまり世代間で差がないのです。少しは差がありますけれど

も、割とみんなだまされるよねということが分かってきたということです。全年代で見てみ

ると、政治関連では、誤情報を真実だと思った人が４０％を超えており、真実かどうか分か

らないと答えた人が３８％で、ちゃんと見極められる人は２０％しかいない。特に年齢層が

高い方がだまされやすいという傾向はあるのですが、若い人たちもしっかり騙されている
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ということが現状としてあります。 

 どこで暴露しているのかなど、「Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ ＮＩＰＰＯＮ」を見ていただくと

本当に参考になるのですけれども、Ｓｔｕｄｙｐｌｕｓが出した調査報告で、ソーシャルメ

ディアをよく使っている若い世代は、ソーシャルメディア上でよく騙されているというこ

とが出ているので、誤情報、偽情報に皆さんがどれだけ弱い立場になっているのかというこ

とがよく分かる資料なのかなと思っています。 

 まとめるとこんな感じです。接触経路はＳＮＳ、ネットが各世代ともに高い。年齢層が高

いからネットを見ていないとことはもう全然なく、ネットが広がり始めてもう２５年以上

経つので、結構みんな見ていますということです。各世代とも弱く、だまされていますよ、

ということです。その誤りに気づくにあたり、ＳＮＳやネットなどの情報が新聞・テレビな

どとともに重要視されており、できれば官公庁や自治体のサイト、マスメディアがしっかり

情報を把握してほしいと願っているというのが研究から分かるところかと思います。 

 僕は、若い人で言うと中学生ぐらいから、シニアクラスのリスキリング講座まで、色々な

ところで講演をしているのですけれども、皆さん、なかなか分かっていないのです。雲が出

ている、雨が降りそうだ、傘を持とうという、いわゆる雲、雨、傘の論理というもので、何

が事実の提示か、何が推測か、傘を持つという判断、行動はどこで切り分けるのかが分から

ない。ファクトチェックは、そもそも人の意見ではなくて事実の部分を認定するものである

という説明をするところから、大体始めるのですけれども、こういった基礎的なリテラシー

が不足しているなと感じます。 

 例えば、報道はニュースとオピニオンに分けられるということ。時々、報道に対して、「こ

の報道にはオピニオンが入っていないから不足している」といったことを言う人がいて、そ

れはニュースなので、ニュースにはオピニオンは入れません、ということであり、「この記

事には記者のオピニオンが入っている、客観的ではない」と怒る人もいますが、それはオピ

ニオン記事なので、オピニオンが入っています、となるように、そういったことを知らない

のです。学生に説明するととてもびっくりされるのですが、事実と意見を見極めるなど、そ

ういう基礎的なところの教育が必要なのかなと思います。 

 それ以外にも、例えば、先般から話題に上がっているアルゴリズムの話があります。なぜ

アルゴリズムが必要かというと、それは情報量が多くなったからであり、そもそも、人間が

個人では選び切れなくなっているために、大きなプラットフォームがアルゴリズムを使っ

てあなたにお勧めの情報を送ってきてくれると説明すると、みんな、アルゴリズム万歳と言
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います。その後に、そのアルゴリズムのせいで人の考えがある程度規定されてしまい、例え

ば、それで自殺をしてしまうといった影響も出ているという話をすると、今度は、アルゴリ

ズムはダメだという話になってしまう。そのため、本当に基礎的なところから教えていく必

要があるのではないかと思います。これらはもう全世代共通しているものだと思います。 

 ただし、コンテンツを届けようと思うと、やはり考えないといけないと思います。これは

大学生に取ったアンケートなのですが、学生たちはやはりメディア接触の時間が非常に長

い。何を見ているのかというと、ほとんどがネットを見ています。ネットの何を見ているの

かというと、ネットメディアではなく、圧倒的にソーシャルメディアを見ています。その中

で、ニュースと呼べるものをどの程度見ているかというと、１０分から３０分ぐらいです。

でも、実は彼らがニュースとして読んでいるものは、芸能ニュースやスポーツニュースがほ

とんどで、いわゆるハードニュース、社会問題や経済、政治などは見ていない。となると、

例えば、デジタル・シティズンシップをネットで発信しても、そんなに簡単には見てもらえ

ないということが分かります。 

 僕がＧｏｏｇｌｅで働いていたときに実施したメディアリテラシーに関する取り組みで、

ＹｏｕＴｕｂｅｒのはじめしゃちょーさんとマリマリマリーさんとコラボして一緒に作っ

た動画があります。若者世代に多く見てもらえて、大変評判がよかったので、先ほどの桜井

氏の御発表にもありましたけれども、このような、見てもらえる、親しんでもらえるものを

使っていく必要があると思います。まとめると、そのプラットフォームが、ターゲット世代

に利用されているか、親しまれているか、愛されているかを考えた上で発信していかないと、

作っても届かないだろうなと思います。 

 コンテンツは、ただ作るだけではなくて、ちゃんと届けないといけないし、それをちゃん

と使ってもらわないといけないということだと思います。そのデザインの例として、海外事

例を御紹介したいと思います。 

 「Ｎｅｗｓ Ｌｉｔｅｒａｃｙ Ｐｒｏｊｅｃｔ」という団体が提供する「ｃｈｅｃｋｏｌ

ｏｇｙ」という事例では、ネット上で色々な講座を実施しており、これを受講するだけで大

きな学びになる。こうした自学自習をできる場所があるとよいと思います。「ＭｅｄｉａＷ

ｉｓｅ」という事例では、学生向け、シニア向けのコースを準備しており、こちらも自学自

習ができるようになっています。ただ、自学自習は本当にやりたい人しか来ないので、Ｔｉ

ｋＴｏｋで発信して若者たちにも見てもらうといったプラットフォームの活用が有効では

ないかと思います。 
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 韓国の「ＦａｃｔＣｈｅｃｋＮｅｔ」という事例は本当に素晴らしくて、市民にファクト

チェックを学んでもらっています。自分たちでファクトチェックを実際にやってもらうと

いう活動をしていて、日本に住むボードメンバーの１人、に話を伺ったところ、ファクトチ

ェックをやってみることが強力なメディアリテラシー教育になる、ということを彼らは言

っていて、このような姿勢も必要なのかなと思います。 

 例えばインドネシアでは、「Ｍａｆｉｎｄｏ」という団体が、同じようなことを数千人、

数万人単位でやっていて、このようなアジア事例に学ぶ必要があるのかなと思います。 

 そのチャンスとして、「ＧＬＯＢＡＬ ＦＡＣＴ」というイベントが、今年はオスロで開催

され、来年はソウルで開催される予定になっています。そういうところで、これはフィリピ

ンの事例ですけれども、アジアの人たちの事例を学びながら進めていくのがよいのではな

いかと思っています。 

 以上です。 

【山本座長】  どうもありがとうございました。 

 ただいまの御説明に御質問や御意見がありましたら、お願いいたします。 

 か。それでは、豊福構成員、よろしくお願いいたします。 

【豊福構成員】  ありがとうございました。韓国の、ファクトチェックに市民が参加する

という事例が非常に面白いと思いまして、偽情報、誤情報の判断など、消費的に関わろうと

思ってもあまり大きな部分とはならないのではないかとずっと思っていたのですけど、自

分がファクトチェック側に関わるということは大きな動機づけになり、インパクトがある

と思います。 

 その上でお聞きしたいのですが、韓国以外に台湾の話も、今朝のＮＨＫのニュースでやっ

ていたと思うのですが、こういった参加型のムーブメントはどのぐらい有効に動きそうだ

と思いますか。日本の中で考えると、どういう感じになると見ておりますか。 

【古田構成員】  そうですね、参加型でやろうと思ったら、やはり教育をしないといけな

いので、マスを取りに行くことは不可能だと思います。どんなに頑張っても数百人単位程度

で、数千人、数百万人単位にはなりません。ただし、その数百人でも、市民の方々がニュー

ス業界の中を知ってくれる、ファクトチェックはこうやっているということを知ってくれ

ると、その人たちが強烈なファンになってくれます。その人たちがそれぞれの地域コミュニ

ティでそういう活動を広めてくれて、よいエバンジェリストになってくれるという素晴ら

しい効果があるのではないかと思っています。 
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【豊福構成員】  ありがとうございます。まさにそこが大切だと思います。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 私も、今の話を非常に興味深く伺っていまして、ファクトチェックをしてみるということ

の教育効果はあるなと思います。そういう意味では、学校教育の現場でも生徒に実際にファ

クトチェックをやらせてみるといった教育を導入するなど、単に怖いよと言うだけではな

くて、楽しみながらファクトチェックやリテラシーを身につけていくという工夫も重要な

のかなと思いました。 

 古田構成員、どうもありがとうございました。 

【古田構成員】  ありがとうございました。 

【山本座長】  それでは、続きまして、議事（３）に移りたいと思います。これからのデ

ジタル社会において身につけるべきリテラシーの全体像について、資料２－４に基づいて

豊福構成員から御説明をお願いいたします。よろしくお願いいたします。 

【豊福構成員】  それでは、お話をしたいと思います。 

 欧州委員会のＤｉｇＣｏｍｐについて、デジタルコンピテンシーの枠組みと検討の課題

ということで、古田構成員の御説明は、ＮＰＯなどの団体がそれぞれ資金を集めて、自分た

ちのできることから始めるというやり方だと思うのですけれども、一方で、政府レベルでこ

ういう枠組みが必要なのではないかという事例を探してみますと、欧州の取組が一番まと

まっていると思った次第です。 

 そこで、欧州委員会の動きについて、先ほどの資料２－１にもございましたけれども、整

理をしてみました。欧州委員会とデジタルコンピタンス政策ということで、まずデジタルコ

ンピタンスとは、学習、仕事、社会への参加のためにデジタル技術を自信を持って、批判的

かつ責任を持って使用し、関与することであり、これらは、知識、スキル、態度の組合せと

して定義されるということです。 

 実は知識、スキル、態度というのは、ＯＥＣＤのＥｄｕｃａｔｉｏｎ２０３０や、日本の

学習指導要領でもこの３点で書くというのが最近の流行りであります。これは、生涯学習の

主要能力に関する欧州協議会勧告ということで、２０１８年に出ている定義です。これのベ

ースとして、ＥＵのデジタル教育アクションプランがあり、２０２１年から２０２７年まで

のアクションプランの中にこのデジタルコンピタンス政策が書かれているのですが、雇用

と教育トレーニング、それから、社会的包摂の３つの文脈があるということが書かれていま

す。 
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 具体的なＫＰＩやＫＧＩなのですが、欧州委員会の目標としては、２０２５年までに１６

歳から７４歳の７０％が少なくとも基本的なデジタルスキルを持つことを保障するという

ことがございます。この基本的なデジタルスキルというものを、ＤｉｇＣｏｍｐで規定して

いるという話です。また、「デジタルの１０年」というものの目標として、２０３０年まで

に基本的デジタルスキルを持つ人口を全体の８０％以上にするということが書かれていま

す。 

 欧州委員会が、今、どういう形で動いているかといいますと、ＤｉｇＣｏｍｐ自体は結構

歴史が長いのですが、２０２０年の９月にパフォーマンスの高いデジタル教育のエコシス

テムの開発をしようということで、優先度１を促進してきており、デジタルの革新のための

スキルと、コンピタンスを強化するための新しいデジタル教育アクションプランを開始し

ています。優先度２という政策の中に、このフレームワークの更新と、後で出てまいります

認証の開発や、ＤｉｇＣｏｍｐ周りの発展に関わるアクションが非常に増加しているとい

う指摘がございます。 

 その上で、ＤｉｇＣｏｍｐとは何かという話をしたいと思うのですけれども、ＪＲＣ（ジ

ョイントリサーチセンター）という、共同開発の研究のセンターがございまして、今日、欧

州で生活し働く全ての市民に関連するデジタルコンピタンスを特定し、定義するために開

発されました。もともとは２０１３年のものですけれども、最新版は２０２２年、今年の３

月に提起されております。 

 先ほど古田構成員もおっしゃっておりますけれども、ＡＩが我々の生活にどのように関

わっているのか、あるいはコロナでハイブリッドワークが多くなっているということもト

ピックに上がっております。そのほか、デジタルアクセシビリティガイドラインとあります

が、貧困層に対してデジタルへのアクセシビリティをどのように確保するのか、これはイン

フラの整備なども含めてのお話が入っております。その上で、ＤｉｇＣｏｍｐの利用意義と

して、このinto Actionという実装ガイドに記載されているとおり、特に、２番目のデジタ

ルコンピテンシーを理解し語るための共通言語が必要だということです。これは我が国で

も同じでありまして、できれば省庁横断で進めるのがよいと思います。その上で、ＤｉｇＣ

ｏｍｐが規定する能力、あるいはやり方というものが、高品質で柔軟性、適応性のある提案

になるということであります。 

 右側に書いてございます図には、５つの領域がありまして、それぞれに細かく規定がござ

います。その上で、このフレームワークがどのように書かかれているかということですけれ
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ども、５つの領域と関連して２１の能力の記載がございます。これは資料２－１にも書いて

ございました。その上で、さらに習熟度のレベルと、知識・スキル・態度の例、ユースケー

スが付いてくるということです。これで大分、細かく分かるということであります。 

 具体的にどういうことが書いてあるか、英文の文献を部分的に翻訳いたしました。これが

習熟度の想定になっています。基本的には４段階になっていて、初歩、中級、上級、高度に

専門化という形です。それぞれに枝が２つずつあって、粒度としては８つということになり

ます。その上で、タスクが、単純な作業からだんだん複雑になっていって、８番目になって

きますと、相互要因といった、複雑な現場の要因が絡んでいる問題を解決できるということ

になってきます。 

 ＤｉｇＣｏｍｐの非常に面白い点は、次の自律性というところです。文部科学省でも情報

活用能力の規定がございますけれども、これは個人の能力で、できる、できないということ

が書かれてあるだけです。一方、ＤｉｇＣｏｍｐの書き方では、他の人からガイダンスを受

けてできる、自分である程度こなせる、他の人にアシストできる、という形で書いてありま

す。高度になるほど、他の人に提案をしたり、その人の状況に応じて提案を考えたり、変更

したりといったことが想定されています。 

 最後に、認知的領域とありますが、これは、実は教育方法ではタキソノミーというものを

よく言っており、タキソノミーも、最初は習熟といいますか、要するに理解して、習得して、

それを吐き出すだけなのですけれども、だんだん慣れてくると、これを応用したり、自分で

物を作ったり、交渉したりといったところに変わっていきます。それが認知的な領域として

規定されているということであります。 

 具体的にどんな形で記述されているのか、「情報とデータリテラシー」の最初のフィルタ

リングやブラウジングに関する内容を翻訳してみたのですけれども、一番簡単なレベルか

ら一番難しいものに向かって、こんなことができるようになります、ということが、主語と

動詞の形で、誰が、何をどうできるのかということがきちんと書かれているところに特徴が

ございます。これも教育方法論的には非常に整理をされていて、学習目標をつくるときの基

本です。 

 これを、今度はどのように実装するかという話が、次元の４と５に入ってまいります。４

は、知識・スキル・態度に分解したときに、どのような能力が必要とされているかが書かれ

ています。その上で、ユースケースとして５に、上には「雇用シナリオ」、下には「学習シ

ナリオ」書かれています。上の「雇用シナリオ」は、求職活動のプロセスとして、雇用のア
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ドバイザーの支援を受けてどういうことができるのかということを書いてございます。下

の「学習のシナリオ」は、学校教育が大体前提になっているというのはお分かりになるかと

思います。 

 その上で、今回、お示しする上で大きいのは、先ほどの伏線回収という話なのですが、行

政、あるいは政策の立案としてどんなステップが必要なのかというところを考えていただ

いてもいいかなと思い、ステップの１から５までお示ししています。まずは適用と仕様を考

えましょうということで、今、やっているのはここです。その上で、コンピテンシーがどう

なっているのかを測ることが必要で、評価のための枠組みが必要でございます。３と４は、

いわゆる実際に学習の場面をつくっていくためのプロセスがあり、最後に認定と認証とが

あるわけです。ちゃんとコンピテンシーを身につけたということをサーティファイするた

めの仕掛けが必要ではないかということであります。 

 その上で、この「DigComp into Action」の実装の話の中に３８個の事例がありまして、

これはさすがに翻訳できなかったので、インデックスだけ持ってきたのですけれども、見て

いただくと、実装の手順、能力の領域、ツール、利害関係者で記述されております。 

 まず、表の横軸を見ていただきますと、教育研修、生涯学習と社会的な包摂、一番右側が

雇用に関する事例です。縦軸を見ていただきますと、いわゆる最初の１から５番目のステッ

プでどこに当たっているのかということが書いてあります。その上で、赤、水色、黄色と色

がついているのは、利害関係者について、政策立案者、教育研修機関、サードセクターと企

業というように色分けされております。 

 事例を細かく読み解いていくと、恐らく古田構成員にお話しいただいた以外のヨーロッ

パ各地でやられていることが出てくるかなと思います。その上で、ＤｉｇＣｏｍｐをベース

にした評価モニタリングのツールや、認定・認証機構についてお話をしておきたいと思いま

す。 

 資料に挙げたものの一番上にあるのは、大人向けの自己省察用のツールで、「ＤｉｇＣｏ

ｍｐＳａｔ」というものです。真ん中は「ＳＥＬＦＩＥ」といって、学校向けで、毎年、文

科省がやっている情報化に関するアンケートを学校に取っていますけれども、その代わり

になるような位置付けだと思います。最後のＥＤＳＣ（欧州デジタルスキル認証）について

は、いわゆる就業するときのＣＶを書くときに添付するといったことが構想されているよ

うでございます。 

 その上で、ＤｉｇＣｏｍｐは幹になるような構想なのですけれども、実はそれぞれの特定
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の対象に合った形で関連のフレームワークが派生でございます。消費者、教育、教育組織、

起業家能力、個人・社会・学習能力とありますが、私としては、「ＤｉｇＣｏｍｐＥｄｕ」

は、多分、学校教育の情報活用能力の代わりになるものと考えております。恐らく、総務省

の取組としては、一番下にございます、個人・社会・学習能力の「ＬｉｆｅＣｏｍｐ」が参

照できるかなと思いました。 

 このＤｉｇＣｏｍｐに関して、欧州で勝手にやっているわけではなく、ユネスコやユニセ

フ、世界銀行にレビューをしてもらっています。それぞれ、こんな形でやったらいいのでは

ないかということが、それぞれの機関から出ております。この中で特に注目すべきはユニセ

フなのですけれども、デジタル・シティズンシップのアプローチが望ましい場合には、アジ

ア・太平洋地域事務所が開発したデジタルキッズアジア太平洋フレームワークを参照して

はどうかということが提案されております。 

 政策インプットとしてのまとめとしては、まず、省庁横断型のデジタルコンピテンシーフ

レームを用意したほうがよいのではないかということです。それは、欧州委員会が書いてい

るとおりですけれども、共通の言語、ＫＧＩを設定する際に必要になってきます。欧州委員

会の考え方でもありますけれども、生涯学習的なもの、労働市場と学校教育が接続するとい

う考え方に基づいています。 

 主たる対象は、これはボストンコンサルティンググループの御発表では、子育て世代とい

う言葉が出ておりますけれども、ヨーロッパとしては、雇用、教育トレーニング、生涯学習

と社会的包摂ということで、結構広めな捉え方になっていると思いました。 

 ３つ目、実装ステップの検討としては、エンドユーザーの学習は、コンテンツ提供だけで

は終わらないのではないかということです。今回の話で大きいのは、コンピテンシーの評価

です。齋藤構成員がおやりになっているＩＬＡＳも絡んでくるかと思いますけれども、コン

ピテンシー自体をどうやって測っていくのか、それからトレーナーの育成と５番目の認証・

認定に関するお話まで広がってまいります。そういう意味では、評価モニタリングツールの

開発も検討の範囲に入れていただくのがよろしいかと思います。 

 最後に、ＤｉｇＣｏｍｐに関して、ヨーロッパで勝手にやっているって話ではなくて、関

連する文献もたくさんございますし、国際機関によるレビューもあり、広く評価されており

ます。私としては、欧州委員会のものをそのまま真似すればよいのではないかという話にも

なるのですが、そういうわけではなくて、我が国としてここの部分はきちんと学ぶべきだろ

うというところをきちんと検討していただいた上で、検討のたたき台にしていただくのが
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よろしいと思った次第です。 

 以上でお話を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

【山本座長】  ありがとうございました。 

 ただいまの豊福構成員の御説明に対して、コメント、御質問があればよろしくお願いいた

します。 

 中村座長代理からお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

【中村座長代理】  ありがとうございます。非常に感銘を受けました。 

 ユネスコ、ユニセフ、世銀のレビューもついているというのがヨーロッパらしいと思った

のですが、最後おっしゃった、こうしたヨーロッパの検討や政策パッケージとして日本に移

植する、真似できると、本音ベースで思っておられるのか、あるいはそこに日本独自の違い

や特殊事情といった差分みたいなものがあると思っておられるか、お聞かせ願えますか。 

【豊福構成員】  それはすごくいい質問だと思います。私たちは、デジタル・シティズン

シップを議論するときに、ワールドワイドで議論されているものに、標準としては乗っかっ

ていくべきだという考えです。それは、日本の国内だけで閉じていないからですよね。ウク

ライナの話題もそうですし、世界的にいろんなものが動いているところで、我が国の独自性

というところであまり考え込んで、二歩三歩遅れてしまうというのもどうかなと思った次

第です。 

【中村座長代理】  ありがとうございます。 

【山本座長】  他の構成員の皆様、いかがでしょうか。 

 齋藤構成員、よろしくお願いいたします。 

【齋藤構成員】  よろしくお願いいたします。 

 ＩＬＡＳについて、バナシーのＫＳＡ分析、知識、技能、態度のところを応用した形でＩ

ＬＡＳのリテラシー定義はできています。コンピテンシーマネジメントを基にしてつくっ

ています。実はボストンコンサルティンググループの御発表の後に、ＫＳＡ分析、知識、技

能、態度のところについて話そうかなと思ったのですが、多分、豊福構成員がおっしゃるの

ではないかと思ったので、豊福構成員の御発表が終わってから話そうと思っていました。ま

さしく、具体的にＫＳＡ分析について、豊福構成員におっしゃっていただいたので、明確に

なったと思います。どこがラーニングアウトカムについて、知識を身につけるのか、技能と

しての使いこなす能力を身につけるのか、気持ちとしての態度というところを身につける

のか、これは教え方が全然違うので、これまでの啓発教材は、往々に、態度も知識で提供し
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ようとしているのですけども、態度は、態度を磨くトレーニングをしないと、なかなか身に

ついていかないというところ、知識ベースで分かっていても態度は変わらないというとこ

ろだと思います。 

 私もコンピテンシーマネジメントすることには非常に賛成です。その方が可視化されて、

どこまで学習が到達しているのかが分かりやすくなります。本人もそうであり、第三者にも

そうなってくると思います。 

一つ付け加えると、これまでの御発表とちょっと違うところで、私は、ＯＥＣＤの子供の

青少年保護に関わっていますけれども、そこでは、デジタル・シティズンシップの権利意識

や、デジタル社会の市民意識のほかにも、様々なリスクへの対応が非常に大事になってきて

います。デジタル・シティズンシップの考え方はとても大事で進めなくてはいけないのです

けど、そこだけでは補えないところもあるというところで、国連、ＯＥＣＤ、欧州教育委員

会、ＩＴＵやユニセフもそうなのですけれども、マーケティングリスク、商用プロファイリ

ングリスク、セキュリティリスク、プライバシーリスクを欧州は非常に重要視しています。

偽情報、誤情報は今日的な課題で解決・対処しなくてはいけないのですけども、それと同様

に、商用プロファイリングの問題も扱っていくというスタンスは残しておいたほうがいい

のかなというのが私の意見です。 

 以上です。ありがとうございます。 

【豊福構成員】  ありがとうございます。 

 おっしゃるとおり、そこは先ほど中村座長代理がおっしゃったように、我が国と欧州の違

いは結構大きいところだと思います。なので、しっかりそこは齟齬が出ないように議論して

いただくのがよいかなと思いました。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 植村審議官、よろしくお願いします。 

【植村官房審議官】  総務省の審議官をしております植村でございます。構成員の皆様に

は、第１回目から本当に様々な知的な貢献をしていただいて本当に感謝しております。 

 私、皆様に諮問というか、お願いをする立場でもありますので、そういう意味で少し議論

の中でこういうところはどうなのだろうなということを、少し包括的なこととして１点だ

け、この機会でお話させていただきます。デジタルな社会において、どちらかというと個人

本位、一人称の発信というのでしょうか、文字で、私はこう思うという世界でなされている

部分が強くなっていて、それが偽情報といった軋轢のもとの一つになっているところもあ
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るのではないかと思うのですが、一方で、我々人間は、デジタルが発展する前に、社会のつ

ながりを対面の中でいろんな情報を取りながら築いてきているということがあって、それ

を出発点にして、デジタルの世界で、それを阻害せず、むしろデジタルが有効に働くという

ことをどう考えたらいいのかということが大事なのかなと思っているところです。 

 この辺は、コンピテンシーの評価というものも、そもそも実社会で、我々はどの位の実力

があるのかというところにどこかで立ち返るところがあると思うので、今、お話があった知

識としてのトレーニングと、態度、要は人間関係をどうつくっていくかというところ、その

両面が非常に大事になっていくということではないかと薄々感じているところでございま

す。議論において、具体の処方箋の部分ではどこまで落とし込めるか分からないのですが、

ベースの部分でそういったところがあるということが、構成員の皆様方の御認識の中でも

あるのかという点、お伺いしたいと思います。 

 以上でございます。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 豊福構成員、今の植村審議官のコメントに対して何かございますか。 

【豊福構成員】  ダイレクトのお答えになるか分からないのですけれども、今までは危な

いから使わないでおこうとか、物言うのは僕の仕事じゃないからといって退却姿勢を進め

るとか、学校は基本的には使わないという話をしていたのですけれども、もうそういう世の

中ではなく、自分が主張して、社会に貢献していくというところは結構重要なキーワードに

なってくるとは思います。まだ、そこに具体的な足かけができてないのだと思います。 

 私、先ほど古田構成員の御発表の際に質問したのは、ファクトチェックというムーブメン

ト自体に参加していただくことが本人の動機づけになっていくという、そういう小さな事

例といいますか、ケースをたくさんつくっていくということが、多分、我々がデジタル社会

に参画していくという具体像をつくっていくステップになっていくのかなと思った次第で

す。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 植村審議官、よろしいでしょうか。 

【植村官房審議官】  どうもありがとうございます。この議論を進めていくと、どこかで

色々な形で顔を出すと思いますので、また引き続き御指導いただければと思います。よろし

くお願いします。 

【豊福構成員】  ありがとうございます。 
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【山本座長】  それでは、瀬尾構成員、よろしくお願いいたします。 

【瀬尾構成員】  豊福構成員、とても勉強になりました。ありがとうございました。特に

ネットを考える上で、改めて海外との共通の基盤という問題ですよね。そこは重要だなと思

いました。 

 コンピテンシーを考える中で、出口の評価をしっかりしておくことはとても重要だと思

ったので、そのあたりの設計も欧州の事例はすごく参考になると思ってお聞きしました。そ

の上で、評価、あるいはトレーナーの認定を実施する主体は、欧州の場合は、民間、公共な

ど、どういう主体が動いている、担っているのでしょうか。 

【豊福構成員】  報告書を、まだしっかりとは読み込めてないので、そこは次のステップ

でちゃんと読んでいただくのがいいかなとは思いました。 

 ただ、この中では、認証機構のＥＤＳＣは、提案段階であり、ファイナルが出るのが２０

２３年の１０月と書いていたので、まだそういう意味では検討段階だと思います。ただ、こ

ちらの文書を見ていますと、企業の名前も入っており、多分、認証機構自体を動かしていく

のに、公的な機関だけで回しきれないので企業も参加して進めるような感じになる、そんな

イメージだと思います。 

【瀬尾構成員】  ありがとうございます。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 それでは、そろそろここからフリーディスカッションの時間に入っていきたいと思いま

す。豊福委員、ありがとうございました。 

 これから、大体６時５０分ぐらいまでフリーディスカッションの時間とさせていただき

まして、これまでプレゼンいただいた内容に関して、コメント、御質問があれば自由に御発

言いただければと思います。いかがでしょうか。 

 それでは、古田構成員、よろしくお願いいたします。 

【古田構成員】  市民参加という点について、私の発表に補足なのですけれども、先ほど

豊福構成員から台湾も盛んであるというご発言があったので、台湾の事例も含めての話を

すると、「ＦａｃｔＣｈｅｃｋＮｅｔ」の市民参加の裏側のシステムをつくっているパーテ

ィというところが、政府からの補助金で市民の声を集める政策プラットフォームのような

ものをつくっています。もともと市民参加、市民の声を政治に届けるといった活動をしてい

る人たちが入っている。だからこそ、政治に関して非常に関心の高い層が参画してくるとい

う、息の長い活動が背景にある。 
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 台湾の場合だと、市民参加のファクトチェックといった活動で言うと「ＣｏＦａｃｔ」と

いう事例があり、エンジニアの方々が、そういう人々が参加できるプラットフォームをつく

っていて、ガブ・ゼロという、市民テック、いわゆるシビックテックの分野の人たちがずっ

とやっている息の長い活動があって、こういう活動が実現するのです。 

 市民参加をやろうと思ったら、テクノロジーを活用してプラットフォームをつくるとい

ったことが不可欠になってきて、そこにはエンジニアの方々の参加が必要で、そういう人た

ちのネットワークと地域の長い活動があり、政府からの支援もある、資金的な支援もあると

いったものでないと、少し厳しいのかなと思います。 

 実は、そういうことに関しては、日本では「Code for Japan」が台湾や韓国の方々と情報

のやり取りをしているので、本当はこういう国同士でもう少し協力して、ヨーロッパがそう

であるように、東アジアで一緒にできたらいいのではないかというのは常々思っています。 

【山本座長】  ありがとうございました。 

 他の皆様、いかがでしょうか。中村座長代理、よろしくお願いいたします。 

【中村座長代理】  ヨーロッパの素晴らしい取組を見ますと、その差分をどう考えるのか

というのが一つのポイントだと思います。もう一つ気になるのは、アナログとの差分です。

これは、先ほどの植村審議官のコメントと重なるのですが、これまでアナログで求められて

きた能力や倫理は何か、それはそのままで、デジタルはアドオンなのか、あるいはアナログ

に置き換わるべき能力や倫理みたいなものはあるのか、デジタルだからこそのアクセス包

摂性や、コミュニケーション力、エチケット、クリエイティビティといったものがあって、

そこだけを、我々は考えればよいのかというのがもう一つのポイントではないかと思いま

す。 

 以上です。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 他の構成員の方々、いかがでしょうか。 

 今の点、後で事務局、プレゼンいただいたボストンコンサルティンググループの桜井様、

古田構成員、豊福構成員から何かコメントあればお答えいただければと思います。 

 上沼構成員、よろしくお願いいたします。 

【上沼構成員】  今、中村座長代理がおっしゃっていたことは、私もプレゼンを伺ってい

て思ったところです。デジタルの前にアナログでやらなければいけないことは、結構あるだ

ろうなということをすごく感じており、そういう意味で、この検討会でどこまで議論するの
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かということを考えないといけないかもしれないと思いました。 

 例えば、情報を批判的に見るという話は、別にデジタルに限ったことではないと思います。

デジタルの場合は情報がたくさんあるため、よりその能力が要求されるという面はあるか

もしれませんけども、新聞や雑誌についても同じことが言われていたはずなので、そのあた

りのチャートというか、もともとアナログでやっていなくてはならないということを意識

する必要があるのかなと思いました。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 上沼構成員の御意見にあったアナログとの差分について、確かに、この検討会の射程の問

題も含めて少し検討しなければいけないように感じました。 

 瀬尾構成員、いかがでしょうか。 

【瀬尾構成員】  まず１つは、僕も同じところがあって、例えば情報の中、ニュースの中

の事実と意見をどう区分けするか、それをどう見るかという部分は、必ずしもデジタルの問

題ではなくて、むしろ批判的思考、クリティカルシンキングの問題も大きいと思います。こ

れはこれで大きな問題なので、一旦、デジタルと切り離して、きちんと教育の中で対応すべ

き問題なのかなと思っています。これは、マネーリテラシーなども含めて教育の課題になっ

ている部分なので、これはこれで取り組むべき問題なのかなと思っています。 

 一方で、デジタルならではの問題もあるので、例えばアルゴリズムやビジネスモデルの危

険性などは別の形で、教育等で教える必要があるのかなと思っています。 

 また、貧困層のアクセシビリティ、ここは重要かなと思っています。特にネットの利用率

が８０％、９０％ある中で、年収４００万円以下の方は低くなるという総務省の調査もあり、

こうした点を踏まえると、この層にアプローチすることが、行政、公共の持っている役割と

してはすごく重要なのではないかと思っています。 

 一方で、リテラシー全体を進める中においては、公共の役割も重要ですけど、やはり民の

役割が重要だろうと思っています。これは、お金のない国であり、ネットではプラットフォ

ーム、民がとても大きな力を持っているので、その力を活用していくことが極めて重要だと

思っています。 

 そういう意味で言うと、民の一つとしては、先ほど挙がっていたような教育の問題、コン

ピテンシーやリテラシーを教える教育者をどう育てていくのかというところは課題だと思

っています。僕もリテラシー教育の授業をやっているのですけども、必要とされる一方で教

える人が少ないのです。そのため、例えば、いわゆる資格制度の導入なども含め、教育者を
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育てていくということは重要になってくると思います。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 まず、ここまで御意見いただき、ありがとうございます。今回の会合のテーマの１つは、

事務局からお配りいただいた資料の６ページにありますとおり、検討における議論の全体

のフレームワークをまず固めていきたいというところがございますので、これまでの御意

見を踏まえて、フレームワークを修正する必要があるか、事務局からコメントをいただけれ

ばと思いますけれども、いかがでしょうか。 

【田邊情報流通振興課長】  様々な御意見、ありがとうございます。 

 フレームワークについては、幾つかの先生方からも御指摘ありましたけれども、方向感と

してはよいのではないかということかと思っており、いただいている幾つかの御意見をプ

ラスするのかどうかという観点で検討すべきと思っております。 

 その上で、アナログとデジタルの差分に関する御意見について、どのような事象がデジタ

ルとの差分になっていくのか、まさに瀬尾構成員が先ほどおっしゃった、事実なのか、意見

なのかというようなところまで入るのか、あるいは、まさにデジタルに特徴的なアルゴリズ

ムによってエコーチェンバーなどが生じるということは入るのではないかといった議論に

なっていくのだろうと思います。 

 ただ、いずれにしても、デジタルの領域が日常生活にこれだけ色々なところに入ってくる

と、もともとはアナログでもあるのだろうけれども、デジタルの特徴に引っ張られるような

ものは、入れていく余地あるのだろうと思います。そういう意味では、エコーチェンバーな

どは入れるべき話だとしつつも、それを基に、例えば事実なのか、意見なのかを判断できな

いことによって引っ張られる度合いが大きくなるということは考えられるので、まずはそ

ういうデジタルの特性を検討した上で、その前段もしくはその中に、例えばそもそもアナロ

グでもあるような、そもそもの情報に対するリテラシーといった話が入ってくる。理念的に

おさらいをするようなやり方が一つあるのではないかと思います。 

 情報に対するアクセシビリティの話について、瀬尾構成員から２回にわたってお話があ

ったところでありますけれども、この点についても、どういう捉え方ができるのか、事務局

でも検討したいと思います。施策としてどういうものに結実できるかどうかは別としても、

そこにそういう大きな論点があるということは認識しながら、物事を考えていく必要があ

るということかと思っています。 

 教える人については、アジェンダの中には明確に入っています。このフレームワークの中
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には入れ切れていませんが、教える人をどうやって育成するのかという点も、重要な論点だ

と認識しているところでございます。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 私からも、今の御意見も多少踏まえてということなのですけれども、ボストンコンサルテ

ィンググループの桜井様にお伺いしたいことが１点ございます。資料２－２の８スライド

目です。レベル１からレベル４に習熟レベルを分けられていますが、レベル５というものが

あり得るのかどうかというのが質問です。目標としては、行政サービスの観点とユーザーベ

ネフィットの観点、要するに行政サービスをきちっと利用できるか、取り残されないかどう

かという問題と、ユーザーベネフィットというところで使いこなせるかという２つの観点

から、レベル１から４までを設定いただいていると思うのですけれども、先ほどから少し議

論があるかなと思っているのは、民主主義や公共ということをどのように取り込んでいく

か、ということです。要するに、どう他者と関係して公共を構築し、民主主義を強化してい

けるのか。レベル４までで、個人がとにかく自分で使いこなせるというところは入っている

のですけど、それを他者に生かすというか、社会に貢献するというところがレベル４までに

は入っていないのかなと最初に感じたところです。 

 ただ、このことがレベル４までに既に含まれているということであればこれでいいのか

なと思うのですけれども、公共をつくるというところ、あるいは社会貢献というところがレ

ベル４に入っているのか、あるいはレベル５というものを観念する必要があるのか、その辺

りを伺えればと思いました。いかがでしょうか。 

【ボストンコンサルティンググループ（桜井氏）】  まず、本日はこの検討会に参加させ

ていただいて、色々な御意見、あるいは情報をいただいて非常に勉強なり、誠にありがとう

ございます。 

 今、御質問いただいた点については、レベル５があって然るべしなのかなと、お話を伺っ

ていて思ったところでございます。まさに今おっしゃっていただいたように、レベル１から

２が行政的観点、そこからレベル４までは個人というものでありましたけども、もう一個そ

の上に、社会などの観点があるというところは、ここまでの議論の中でも御指摘いただき、

あり得るのかなと思っております。あとは、そこまで持っていく時間軸や優先順位をどうす

るかという議論になってくるのではないかと認識しております。 

【山本座長】  ありがとうございます。まさにプライオリティ、重要かなと思います。ま

ず取り残されないということ、それから個人がちゃんと使いこなせるということ、その上で
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社会に対してどう関わっていけるかというところで、プライオリティも重要かなと思いつ

つ、やはりレベル５という観点もシティズンシップの観点からは重要と感じた次第です。 

 齋藤構成員から挙手があったかと思うのですけれど、まさに齋藤構成員に御質問したか

ったところですので、ここで伺いたいと思います。先ほど、リスクについてご発言いただい

て、なるほどと思って伺っていました。リスクというのは、偽情報がまず非常に重要なリス

クだと思うわけですけれども、それ以外にもいろいろあるということで、例えば差別の問題

は含まれるのでしょうか。例えば、ＡＩによって評価決定をさせる場合に、データの偏りが

あって、どうしてもマイノリティに差別的なインパクトを与えてしまうなど、ＡＩ倫理の観

点で、アメリカではＡＩ権利章典というものをつくって、アルゴリズムによる差別の問題に

ついて、最近、非常に議論されているところだと思います。そういう意味で、ＡＩの評価も

参考にしなければいけないと思いつつ、やはり絶対的なものではなく、逆に差別が助長され

てしまうという部分もあるというところの、リテラシーと申しますか、教育も重要かなと思

います。そういう意味では、偽情報だけではなくて、プライバシーですよね。サードパーテ

ィクッキーを使って、横串で刺してプロファイリングしているということをユーザーがど

こまで知っているのかという問題もあるでしょうし、ＡＩ倫理的なところも重要かと感じ

たのですけれども、この点、いかがでしょうか。 

【齋藤構成員】  ありがとうございます。 

 まず、まさしく重要な視点を述べていただいたと思っています。皆様、御存じだと思いま

すけれども、World Economic Forumでも、ＡＩ倫理に関する、そしてＡＩの検査結果から生

じる差別の問題、不平等の問題を指摘していて、全ての世代において、その問題がとても重

要視されているというところはあります。特に私は子供の研究をしていますので、子供の研

究で言いますと、ＡＩの検索結果で差別、不平等が生じているということは、国連やＯＥＣ

Ｄ、欧州評議会、ユニセフといった各国際機関が指摘しており、報告書も出ています。そう

いう形で重要な問題だと思っています。 

 なおかつ、例えば著作権の侵害や、従来型の違法情報、有害情報も解決されていない問題

でありますし、それらにどう取り組んで包括的な取組にしていくのかが大事かと思います。

今まで取り組んだことは解決していないので、継続的にやらなくてはいけない。そこにデジ

タル・シティズンシップの考えを用いて、責任のある情報発信、そのために批判的に情報を

読み解く能力がつけ替わるものではないかということを考えております。 

 返答としては以上になりますが、質問もよろしいでしょうか。 
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【山本座長】  ありがとうございます。どうぞ続けて、よろしくお願いします。 

【齋藤構成員】  先ほどコンピテンシーマネジメントについて、賛成と申し上げました。

ただ、具体的に進める上で、コンピテンシーマネジメントをして、それをＫＧＩにして、コ

ンピテンシーを上げていくということになると、かなりハードな目標になってくると思い

ます。それは、最終目標として国民のデジタルリテラシー、メディアリテラシーを上げてい

くということを目標にしつつも、今年度や来年度の目標をどこまでに設定するのかという

ＫＧＩをはっきりさせていくということかなと思います。大きなところは全体の国民のリ

テラシーだと思いますけれども、その中で、限られた時間でやれることを、目標を明確にし

ていくことが大事かなと思います。コンピテンシーで定義していると、どこまで習熟したの

かが分かるので、それはそれで必要な作業だと思っています。 

 また、先ほど示していただいた資料２－２の９ページについて、未就学児に対する教育は

非常に大事だと思っています。ただ、前回も申しましたけども、なかなか権利意識を理解で

きない年代ですので、ここはデジタル・シティズンシップの枠ではないと思います。基本と

しては、デジタル・シティズンシップの考え方があって然りなのですけれども、どちらかと

いえば道徳的なところになってくるのかなと思います。要するに、我々がそれを認識し、定

義づけされていれば問題ないことだと思います。だから、それは発達段階に応じて対応して

いく必要があると思います。 

 もう１点、資料２－２の１１ページについて、２０代、３０代が具体的に抜けています。

小中学生、３０代から５０代の子育て世代、６５歳以上があったと思いますが、２０代、３

０代が抜けていて、ここは教育機関で接点がない世代。こちら側が教育を提供しても、なか

なかリーチしていかない年代で、どうするのかというところもあると思います。２０代、３

０代についても考えていらっしゃるならそれでよいと思うのですけども、私のジャストア

イデアにはなりますが、この世代は、研修をやると言ってもなかなか集まってくれない世代

であります。逆に、研修をやると言って集まらざるを得ないことがこの年代にあります。何

かといえば、社員研修です。新入社員研修や定期的な社員研修など、この層に対しては企業

との協力で研修を行っていくということもあり得るのかなと思います。研修を実施するこ

とが会社の評価につながれば、企業にとってもメリットがあるでしょうし、企業にとっても

社員の方々が適切に使うということも大事でしょう。そのような研修を実施しているとい

うこと自体が社会的に評価されるスキームがあってもよいのではと思っております。 

 以上です。 
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【山本座長】  ありがとうございました。 

 今、ボストンコンサルティンググループの資料に関してコメントいただいたと思います。

非常に重要で、２０代、３０代の場合には社員研修という場があるというコメントだったと

思いますが、他方で、先ほどの御意見で出てきた低所得者の方や、ギグワーカーのような方

が、こうした社員研修を受けられずに取り残されるという問題も出てくるように感じまし

た。この点含めて、ボストンコンサルティンググループの桜井様から、コメントございます

でしょうか。 

【ボストンコンサルティンググループ（桜井氏）】  ありがとうございます。 

 セグメンテーションとしては、③から２０代、３０代、成年層と言っていましたけれども、

我々としては、たたきとして、課題の緊急性という観点から、この②、④、⑥より若干劣後

するかなということで、あえてここでは置いていないのですが、当然、成年層についても取

り組むという観点で言えば、御指摘いただいたように、この方たちが強制的に接点を持たな

くてはいけないところはどこなのかといったことも含め、この年代の方々の行動を理解を

した上で、いわゆるジャーニーをちゃんと設計しなくてはいけないというのも御指摘いた

だいたとおりかなと思っております。 

【山本座長】  ありがとうございました。 

 それでは、石田構成員、お願いできますでしょうか。 

【石田構成員】  各セグメントに分かれてということで、色々な課題を挙げていくという

ことがフレームの中にも書かれていたと思います。古田構成員から大学生へのアンケート

についてのお話がありましたけれども、全体像として、実態、エコーチェンバーや偽情報に

対する調査、やアンケートなども必要なのではないかと思うのですが、いかがでしょうか。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 古田構成員、よろしいでしょうか。 

【古田構成員】  ありがとうございます。 

 やはり実態把握は非常に重要で、色々な研究、調査をされているところがありますし、ま

た、ボストンコンサルティンググループでも、御発表資料を取りまとめる中で、既に探して

いるものは色々とあるのではないかなと思うのですけれども、それでも足りていない部分

についてはもちろんやっていったほうがいいと思っています。 

 実は、僕がやっている日本ファクトチェックセンターでも、まさに山本座長にもお世話に

なっているのですけれども、そういう研究者の方々と一緒に実態調査をしないといけない
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ですよねという話はよく出ています。 

【石田構成員】  ありがとうございます。 

【山本座長】   

 それでは、安野構成員、いかがでしょうか。 

【安野構成員】   

 本日は途中からの参加ではありますが、構成員の皆様方の非常に貴重な御報告、大変勉強

になりましたこと、まず御礼申し上げます。 

 基本的にフレームワークには賛同しておりまして、大変よく練られていて、非常に重要な

ことを挙げていただいていると思うのですけれども、改めてすこし考えてみますと、リテラ

シーの教育を提供する側への信頼ですとか、これはなかなか判断が難しい問題ではあるの

ですけれども、何がよくて何が悪いという倫理観、道徳といった問題は、もしかしたら最終

的に避けて通れないのかもしれないと思いました。 

 それをリテラシー教育として含めていくというと、それは違うかなとも思いますので、騙

されないということだけに終始するのではなくて、自分が騙さないといった、社会的な悪影

響にも少し思いを馳せることができるような市民を育てるということが最終的な目的、目

標として入ってくるのかなと思った次第です。 

 恐らく、今の若い人も含めて、社会に関心がないというだけではなくて、すごく偏ったと

ころに関心があるというところかと思いますので、広い目を養いつつ、道徳観というと、そ

れはそれで上から目線のよくないことになってしまうかもしれないのですが、最終的には

何がよい、何が悪いということを、少なくとも自分の立場で考えることができるようになる

ということが一つ重要なのかなと思いました。 

 以上です。 

【山本座長】  ありがとうございます。恐らくこの点は先ほどから議論があったところだ

と思います。アナログでも大事であったところを、どのようにデジタル・シティズンシップ

なり、ＩＣＴリテラシーに入れ込んでいくのか、あるいはどういう関係性を結んでいくのか

というのは、非常に重要な課題かなと感じているところです。ここは今後、しっかり議論し

ていかなくてはいけない、検討会の射程にも関わるところだと思いますので、大事な御指摘

をいただいたと思います。 

 それでは、古田構成員、よろしくお願いします。 

【古田構成員】  ありがとうございます。安野構成員が御指摘されたところ、僕も常々思
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っている部分なのですけれども、ただ、デジタル・シティズンシップという概念には、もう

そういう概念も含まれているのであろうと理解しております。このあたりは豊福構成員が

御専門なので、僕は違う観点からのお話をさせていただこうと思うのですけれども、騙され

ないだけではなく、誹謗中傷しない、ネット上の議論でいきなり罵声を浴びせかけないとい

った話も入ってくるのかというところで、確かにそれをやり始めると道徳や倫理などの話

になってしまい、ファクトチェックや、メディアリテラシー、デジタル・シティズンシップ

と少しずつずれていってしまうところも確かにあると思っています。 

 僕が、大学の授業などでどういう教え方をしているかというと、ネット上には基本的に極

端な意見が表れやすいという特性があるということです。多くの人は中間的な意見を持っ

ているのだけれども、中間的な意見を持っている人は、私は中間的な意見を持っていると表

明するインセンティブが働かない。その問題に関して極端な意見を持っている人が、自分の

極端な意見を聞いてほしいと表出しやすいという特性があるという説明をします。そうす

ることによって学生に何を知ってもらうおうとしているかというと、ネット上ですごい罵

声を浴びせている人や極端なことを言っている人がいたら、それが世の中の普通ではない

ということを理解してもらうということです。 

 普通に学校に来て罵声の飛ばし合いはしませんよね、ということを理解することによっ

て、「なるほど、ネット上の議論ってこういうものなのか」と思いがちな人たちに、そうで

はないということを知ってもらうことで、抑制効果があるのかなということを、学生たちの

提出する課題などで反応を見て感じています。なので、倫理や道徳に踏み込まなくても、リ

テラシー教育をすることで、そういったものも知ってもらえるようになるのではないのか

と思っています。 

 最後にもう１つ、意見と事実を切り分ける話なのですけれども、国際大学ＧＬＯＣＯＭの

「Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ ＮＩＰＰＯＮ」の２０２０年の調査結果において、ニュースリテ

ラシー、メディアリテラシー、それ以上に情報リテラシーが高い人が偽情報、誤情報に対す

る耐性が強かったというデータがあります。ここでいう情報リテラシーは、まさに事実と意

見を切り分ける、相手が言っていることを理解するといった、むしろ国語力に近い話ですが、

情報リテラシーが高い人の耐性が強かったというデータがあります。なので、やはりここに

取り組むということは非常に重要なことであろうと思います。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 豊福構成員、よろしくお願いいたします。 
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【豊福構成員】  ありがとうございます。 

 幾つかまとめてお話ししたいと思うのですが、まず、先ほどの古田構成員の御意見で、ア

ナログとデジタルの違いという点について、もともとアナログでも課題としてはありつつ

も、今までは顕在化しなかったために学校で扱い切れていなかった問題がたくさんありま

す。でも、ＧＩＧＡ端末が入り、ネットワークの環境が整ったことで、あるいは教育の向い

ている方向が変わってきたことで、改めて顕在化しているということが起こっています。 

 具体的には、ＧＩＧＡ端末導入前は、国語の先生はＩＣＴを使いたがらない筆頭でしたが、

この数年で、特に高校の先生がＩＣＴに取り組むようになりました。しかも、デジタル・シ

ティズンシップが重要であると。それは、メディアリテラシーの問題や、先ほどの事実と意

見は異なるという話などを全部含めて、これだけたくさんの情報に触れて、自分たちがそう

いったものを管理しなくてはいけない、分析や要約といった作業をしなくてはいけないの

に素養がないというのはいかがなものかということがかなり問題になってきています。な

ので、学校教育として、今、キャッチアップしようとして頑張っているという点は言ってお

きたいと思います。 

 もう１つは、道徳の問題は非常に悩ましい話で、僕は道徳否定論者でも何でもないのです

が、ごく一般的な話をします。情報モラル、あるいはデジタル・シティズンシップの授業と

して、我々は授業の支援に行ったり、実際に講義をしたりすることが多くあるのですけれど

も、例えば、騙されないとか騙さないという話も含めて、テーマを持っていって子供たちに

話をすると、私はそういうことはしないので、となって終わってしまうのです。 

 分かりやすいのはいじめの話なのですが、ネットいじめはダメと言うと、「絶対やりませ

ん」とザッツオールで終わってしまうのですけど、いや、そういう話ではないよね、という

ことです。子供たちは、デジタルの世界でも、現実の場面でも、色々なジレンマの場面や、

そういう行動に出かねないシーンをたくさん経験しているはずなのです。しかし、道徳の授

業の展開の仕方の問題、情報モラル的な授業の展開の仕方の問題の１つは、授業の場面でし

か通用しない正解に飛びついてしまって、そこで話を終わらせてしまうということなので

す。それだと、子供の考え自体が深まっていかない。むしろ、我々がデジタル・シティズン

シップの授業を行う時に強調しているのは、子供たちの直面している課題や、そのジレンマ

に実際に踏み込んで考えてもらって、友達と意見を調整したり、対話をしたりというところ

を重要視します。なので、例えばいじめの問題では、いじめはやってはいけません、そうい

うことには関わらないようにしましょうということになってしまうのですけれども、当事
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者になってしまったときに周りから完全に孤立してしまうという問題は何も解決しないわ

けです。いじめ問題に関しては、バイスタンダー、アップスタンダーを対立の概念として、

アップスタンダーになろうということを教育の場面ではよく強調します。これはどういう

ことかというと、いじめている子にもいじめられている子にも関わらないようにするとい

うのではなく、いじめられて心を痛めている子に対して、何かしてあげたいということが大

切なことだということです。それは、立ち上がる人として、いじめは絶対に許さないのだけ

れども、いじめられている人に共感をして助けてあげよう、あるいは、いじめている人に対

して、やってはダメだと直接的に言わないといけないといったように、そういうことは我々

も関われる、みんなで社会なりその集団をよくしていけるんだと働きかけることを教育と

してやります。 

 それはデジタルに限った話ではないのですけど、我々は、デジタル・シティズンシップと

言いながらシティズンシップ教育をやっているという気はするのですが、関わり方、それか

ら子供たちにデジタルの場面に関わらせて実際に対話をするというところをぜひ置き去り

にしてほしくない、それはぜひやっていただきたいなと思います。 

 ３つ目、幼少期について、デジタル・シティズンシップのいわゆる権利的なものは難しい

のではないかという話なのですが、これは、齋藤先生のおっしゃるとおり、難しいです。と

いうのは、子供は自分の周りしか見えていないからです。ただし、子供の権利意識や、ほか

の人に愛他的な、あるいは互恵的な関係を結ぶためにどうしたらいいのかという点で、重要

なのは親の立場だということです。それは、道徳的な関わり方か、デジタル・シティズンシ

ップ的な関わり方かという話ではなくて、親が子供に対してインプットし、子供が言ってい

ることを親が咀嚼して関係をつくっていくという中で行われることなので、そこはアプロ

ーチが違うというよりは、むしろ母親だったり父親だったり、親との関係が重要だというこ

とはぜひ覚えていただきたいと思います。 

 以上でした。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 瀬尾構成員、よろしくお願いします。 

【瀬尾構成員】  ありがとうございます。 

 道徳や倫理の話が出ましたけども、僕自身の考えで言えば、あまり行政等が道徳や倫理の

問題に安易に踏み込むべきではないと思っています。その上で、今のネット上で起きている

ことの大半は、基本的な、これまで長い時間をかけて議論されてきた道徳や倫理の教育で価
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値観自体は対応できると思っています。特に新しいネットにあわせた価値観が必要かとい

うとそうではなくて、基本的には、これまでにつくられてきたもので対応できると思ってい

ます。 

 一方で、豊福構成員がおっしゃったように、ネットのいじめにしても、子供たちにはイメ

ージができていない、やっていることがいじめなのかが分からないといったことがあり、そ

れはそれで、ネット上で起きている問題、例えばフェイクニュースや人権侵害の問題、名誉

毀損、いじめの問題といったものは伝えていくべきだと思っています。恐らく子供たちの場

合でも、大人の場合でも、自分のやっていることが、今のあたりまえのモラルや道徳にリン

クしていることをイメージできないということがあると思うので、そこは伝えていく必要

があるのかなということです。 

 もう１つ、その上であえて言えば、まさにデジタル・シティズンシップにおける市民参加

といった問題では、日本の社会の変化や教育の中で、シティズンシップ自体が実際に実現し

ているかどうか、教育としても反映されているかどうかというところが論点の１つになる

と思っています。僕は、例えばヨーロッパと比較した場合はまだまだだと思っているところ

があります。そのため、リテラシーの中でデジタル・シティズンシップをどこまでスコープ

として入れていくのか、それをどう位置づけるかというところは議論が必要だと思います。

第１回目の会合でも述べたのですが、デジタル・シティズンシップを通じてシティズンシッ

プを根づかせるチャンスにはなると思うのですけども、そこは非常に重大な価値観も含ん

でいるので、かなり丁寧な議論が必要だと思っています。 

 以上です。 

【山本座長】  ありがとうございます。齋藤構成員、よろしくお願いします。 

【齋藤構成員】  一言だけ、豊福構成員がおっしゃった点、補足させていただきますと、

私もそのとおりで、幼児は、あくまで教育で何とかするというよりも、保護者との関わりだ

と思っています。その関係性の中で、保護者との関わりの中で学んで行くことが大事な年代

だと思います。 

 以上です。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 安野構成員からお手が挙がったように思いますが、いかがでしょうか。 

【安野構成員】  私の発言で議論が錯綜してしまったようで申し訳ないのですが、何か一

方的な道徳を押しつけるということではなくて、最終的には他者の人権といいますか、権利
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の尊重というところだと思います。そこをうまく伝えられるように、また、それを伝えるリ

テラシー教育の主体が信頼を獲得できるような形で進めていくことが理想かなと考えてい

ます、ということでした。 

 いろいろと御議論、御意見いただきましてありがとうございます。 

【山本座長】  ありがとうございました。 

 フリーディスカッションはここまでにさせていただければと思います。本日も活発な御

意見をいただきまして、ありがとうございます。 

 基本的に、全体のフレームワークに関しましては、合意をいただけたのかなと思います。

本日の議論でより解像度が上がった気もいたします。御意見を踏まえて微調整、あるいは肉

付けをしていければと思います。 

 本日はどうもありがとうございました。 

 それでは、最後に、本日、御出席いただいている総務省参与の川島様から御挨拶をいただ

きたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【川島総務省参与】  本日は、本当にリッチで多面的な議論、ありがとうございます。大

変勉強させていただきました。来年６月にロードマップを作成するということで聞いてお

りますので、どう着地するか、非常に楽しみにしております。 

 リテラシーという、どちらかというと底上げ的な議論と、シティズンシップという、デジ

タルの社会であるがゆえに非常に統制が利かない空間の中で、どのように一人一人が能動

的に社会空間をつくっていくことに関与するかという問題について、非常にバランスを考

えなければいけないと思いました。レベル４.５位を目指していいのではないかと感じてお

り、そうしなければ、これを受け取った側の元気が出ないところがあるので、先ほど瀬尾構

成員からもありましたけれども、これを機会にシティズンシップについてのメッセージが

あっても、あまり価値の領域に入るべきではないかもしれませんが、全世界的、市民感覚的

に言うと、日本人の市民感覚はもう少し公共性があってもよいのではないかと思っていま

す。また、リアルとデジタルの関係についても、どのように捉えるのかということにもより

ますが、我々人間の認識は連続しておりますので、リアルの感覚とデジタルの感覚で、デジ

タルの不確実性、突発性といったものに対して、リアルの空間の中での信頼も培いながら、

デジタルの豊かさも培っていくという連続的な考え方も必要なのではないかと思っていま

した。そのため、デジタルな空間であるからこそ、良識ある、信頼の置けるマジョリティを

日本の社会ではどんどんつくっていくという動きが非常に重要なのではないかと思ってお
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ります。 

 ロードマップということは、ポリシーペーパーの枠組みができて、それを誰かに手渡され

て動き出すことを意味していると思います。最終的なところで、誰がどう引き継いでいくの

かという役割分担が恐らく期待されているところであり、その中で、御指摘にもありました

けれども、「Code for Japan」といった、日本に脈々と根付いている市民社会の力を積極的

に取り込んでいくことが一つの重要な方向ではないかと感じております。 

 ぜひ６月に向けて、積極的な議論と建設的な着地を期待しております。どうもありがとう

ございました。 

【山本座長】  ありがとうございました。 

 最後に、事務局から何か連絡事項はございますでしょうか。 

【関沢新事業支援推進官】  事務局でございます。 

 次回の検討会は、１２月２２日木曜日の１０時から、ウェブにより開催させていただきま

す。議事等の詳細につきましては、別途、事務局より御案内差し上げます。 

 以上でございます。 

【山本座長】  ありがとうございます。 

 以上をもちまして、ＩＣＴ活用のためのリテラシー向上に関する検討会の第２回会合を

閉会いたします。 

 本日はお忙しい中、どうもありがとうございました。 

 


